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本誌は、銀行法第21条を参考にして作成したディスクロージャー資料（業務および財産の状況に関する説明書類）です。
（当行は本誌発行時点（平成21年7月現在）において、銀行法第21条の適用を受けておりませんが、参考情報として開示します。）
本誌には経営方針や将来的な業績に関する記述が含まれていますが、それらを保証するものではありません。これらの記述は、
経営を取り巻く環境の変化などにより異なる可能性があることにご留意ください。

 リファイナンス 
借り換えのこと。償還期日の半年～2年前に、リフ
ンジャーがリファイナンス計画を策定し、償還期日
イナンスに関するローン契約のクロージングを済ま
ファイナンス手続きが完了する。なお、リファイナ
かった場合に備え、テイル期間を設けて売却手続き
のが通常である。アセットファイナンスにおいて、元
めの資金調達をいかに図るかは極めて重要である。
→　P.33, 48

 ALM（Asset Liability Management） 
金融機関が、その保有する資産および負債を統合し
それらに内在するリスクをコントロールすること。
→　P.63, 64, 68, 69

 CSR（Corporate Social Responsibility）
企業の社会的責任。企業の責任は、これまでの製品
提供、法規制の遵守等にとどまらず、ステークホル
情報開示、環境への取り組みなど、経済的・法的な
り広範なものとしてとらえられるようになってきて
→　 P.3, 20-24, 27, 28, 30, 40-56, 5
78

 DIPファイナンス 
米国においては、再建型倒産手続きである連邦倒産
き（チャプター11）に入った企業（DIP：Debtor In
占有継続債務者）に対する融資のことをさすが、日
再建型倒産手続きである民事再生法や会社更生法
て後、計画認可決定前までの融資をDIPファイナン
→　P.27, 30, 31, 33, 48

 M&Aアドバイザリー
企業の買収・合併、事業売却、合弁、事業のリストラ
スピンオフ、株式交換、レバレッジド・バイアウト（Le
out：LBO）、企業防衛などに対する多岐にわたるア
こと。企業経営にかかわる戦略的アドバイスやソリ
供することで、顧客の短期ならびに長期的な目標の達
→　P.8, 15, 18, 28, 30, 31, 38, 56
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本誌の計数について

計数は各項目ごとに単位未満を切り捨てているため、

各計数の和は合計に一致しないことがあります。

また、単位に満たない場合は「0」で、計数の全くない

場合には「---」で示しています。



トップメッセージ
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お客様の企業価値向上という金融サービスの原点を見つめ、
これまで培ってきた知識や経験、パブリックマインドを活かし、
お客様志向の姿勢を徹底することで、投融資一体型の金融サービ
スを提供するオンリーワンの金融機関を目指してまいります。

日本政策投資銀行（DBJ）は、過去半世紀以上にわたるお客様
との信頼関係のもと、平成20年10月、株式会社として新たに
スタートいたしました。

日本政策投資銀行（DBJ）は、過去半世紀以上にわたるお客様
との信頼関係のもと、平成20年10月、株式会社として新たに
スタートいたしました。
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オンリーワンの金融機関を目指して
　当行は、昨年10月に、株式会社日本政策投資銀行と

して民営化の新たな一歩を踏み出しました。これまで当

行は、総合政策金融機関として、時代の要請に応じてわ

が国の経済社会の発展に寄与してまいりましたが、これ

もひとえに皆様方のご理解・ご支援の賜物と心より感

謝申し上げます。

　発足にあたり、「金融力で未来をデザインします」とい

う企業理念を定めました。これまで築いてきたお客様と

の信頼関係を大切にしながら、お客様とともに「豊かな

未来」を実現する――こうした決意を込めたものです。

　私どもは、お客様の企業価値向上を図り、お客様と果

実を分かち合うべく、「投融資一体型の金融サービス」を

提供することこそ、DBJならではのビジネスモデルと考

えます。そしてお客様のニーズに謙虚に耳を傾けなが

ら、適確なソリューションを提供できるオンリーワンの

組織を目指してまいります。

　 す で に 昨 年10月 に は、第1次 中 期 経 営 計 画

（CHALLENGE 2010）を策定し、海外業務展開への基

礎固めや資金調達の多様化など、今後の成長戦略に本

格的に取り組み始めています。

金融危機への対応について
　米国に端を発する昨年来の金融危機に際しては、これ

まで培ってきた政策金融での知識や経験を活かし、金融

危機対応業務に積極的かつ機動的に取り組んできてお

ります。まさにパブリックマインドや中立性といった私

どもの特長を十分発揮し、引き続き他の金融機関とも連

携しつつ、お客様のさまざまなニーズに迅速にお応えし

てまいります。

平成21年7月

株式会社日本政策投資銀行
代表取締役社長

CSRの基本姿勢
　私どもは、こうした危機対応業務を含め、投融資業務

を通じて企業理念を実現することこそ、DBJに求められ

るCSR（企業の社会的責任）への基本的な取り組み姿勢

であると考えます。

　当行の企業活動は、そのすべてが社会、環境、経済に

直接結びつくものであることから、一つひとつの業務を

適切に遂行し、お客様と当行双方の企業価値向上に努

めつつ、社会の一員として責任ある行動をとり、持続可

能な社会の実現に力を尽くしてまいります。

自律的な経営へ向けて
　今般の金融危機対応業務を円滑に実施できるよう、先

の国会で「株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正

する法律」が可決成立いたしました。これにともない、

政府により当行の財務基盤強化が図られ、併せて今後、

当行の株式保有の在り方を含め、組織の在り方等につい

て検討が行われることになります。

　私どもは、こうした変革の時代にこそ、お客様の企業

価値向上という金融サービスの原点に立ち返り、いかな

る変化にも耐え得るような普遍的な価値を持つ金融本

来の役割を果たしたいと考えます。国内外の金融市場

において、皆様に高くご評価いただける金融機関に成長

できるよう、自律的な経営の確立へ向け、役職員一丸と

なって業務に邁進してまいります。

　今後とも、皆様の一層のご理解とご支援を賜りますよ

う、何卒よろしくお願い申し上げます。



企業理念
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コア・コンピタンス

志 当行のDNAである「長期性」、「中立性」、「パブリッ
クマインド」、「信頼性」を核とした基本姿勢。

知的資産 当行が培ってきた経験・ノウハウから生まれる産
業調査力、審査力、金融技術力、R&D（研究開発）
力などの知的資産。

ネットワーク 当行が築いてきた、お客様・地方自治体・金融機
関などとのリレーションに基づくネットワーク。

行動基準

■カスタマーファースト
 お客様の立場に立ち、自ら課題に向かい、成果と喜びを共有する。

■プロフェッショナル
  判断力とスキルを磨くことにより、投融資一体型の金融サービス
を提供する、国内外を通じてオンリーワンの会社を目指す。

■グローバル&ローカル
 時代・世界・地域を見渡した、長期的でフェアな視野を持ち続ける。

■スピード&チームワーク
 チーム力を活かし、迅速で誠実な行動でお客様の信頼を築く。

ステークホルダーへのコミットメント

■お客様へのコミットメント
   金融力で課題を解決し、お客様の経済価値・社会価値を高める。

■社会へのコミットメント
  当行の全ての企業活動が、社会・環境・経済の3つの調和の上に
成り立つことを常に意識し、より豊かで持続可能な社会の実現に貢
献する。

■投資家の皆様へのコミットメント
  透明性の高い経営を実現するとともに、長期的視点で企業価値
を高める。

■従業員へのコミットメント
  理念を共有する、高い倫理観を持つ人材の発掘・育成と、風通しの
よい職場環境の創造に努める。

  ステークホルダーへのコミットメント、行動基準、コア・コンピタンス

金融力で未来をデザインします来をデザ
企業理念

私たちは創造的金融活動による課題解決でお客様の信頼を築き、
豊かな未来を、ともに実現していきます。

知的資産

ネットワーク

知的資的資産的資

ネットワークネットワネットワ

志

コア・コンピタンス
（固有の特性）

行動基準
●カスタマーファースト 
●プロフェッショナル
●グローバル&ローカル
●スピード&チームワーク 

ステークホルダーへの
コミットメント
●お客様、社会、投資家の皆様、従業員



DBJの新たなスタート
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ロゴマークとコーポレートカラー

発足式・レセプションの開催

4つのテーマからなる「地球」は、「豊かな未来の実現」に向けお客様の夢をふくらませ、とも
に「未来をデザインしていく」というDBJの企業姿勢を象徴しています。

　平成20年10月1日に「株式会社日本政策投資銀行発足式」、10月30日に「株式会社日本
政策投資銀行　民営化披露レセプション」が開催されました。
　発足式は、中川昭一前財務大臣および加納時男国土交通副大臣をはじめ、室伏稔社長ほか
総勢7名によるテープカットで幕を開け、DBJに対して激励のお言葉を多数いただきました。
また、レセプションには、政財界から多数の方々にご参加いただき、これからのDBJへの大きな
期待を温かい応援のお言葉とともに頂戴いたしました。

「DBJ」のブルーの文字は、コーポレートカラーとして、
「明るい未来」や「みずみずしさ」「若さ」「成長性」を表現しています。

4つのカラーは、長期性、中立性、パブリックマインド、信頼性を表現しています。

同時に、カスタマーファースト、プロフェッショナル、グローバル&ローカル、
スピード&チームワークという4つの行動基準も表現しています。

発足式でのテープカット

レセプションでの室伏社長あいさつ
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DBJのあゆみ

　戦後復興の時代から日本経済を支えてきたDBJのあゆみをご紹介します。

「地域・環境・技術」支援の金融ソリューション
平成11年、日本開発銀行と北海道東北開発公庫の一切の権利・義務を承継
し、日本政策投資銀行設立。「地域再生支援」「環境対策・生活基盤」「技術・
経済活力創造」の3分野を重点分野とした投融資活動を行い、わが国経済社
会の持続的発展に貢献。

活力ある豊かな社会の創造と経済社会の安定
引き続き社会資本の整備、環境対策などを重点分野としたほか、ベンチャー
ビジネス支援にも注力。また、阪神・淡路大震災の復興融資や、金融システム
安定化のための金融環境対応融資にも迅速な対応を行うなど、セーフティ
ネットとしての機能を発揮。

生活・社会基盤整備と産業構造転換の円滑化
対外経済摩擦の激化を背景に、内需拡大と産業構造転換が急務となり、社会
資本整備、創造的技術開発、産業構造転換等の支援に重点を置く。
平成時代以降、生活大国を目指し、環境・エネルギー対策、地域経済の活性
化に注力。

国民生活の質的向上とエネルギーの安定供給
経済発展に見合った国民生活の質の向上と不均衡の是正に向けて、産業開発
に加えて公害対策、地域・都市開発などに注力。石油ショックを背景とした
石油代替エネルギーの導入、省エネの推進によるエネルギー安定供給の確保、
大規模工業用地の造成への投融資を実行。

国際競争力の強化と社会開発融資の展開
産業基盤の拡充・強化
経済の開放体制への移行に向けて国際競争力の強化を目指し、産業の体制
整備・自主技術開発の支援に力を入れる一方、高度成長の歪みを解消すべく、
地方開発、大都市再開発、流通近代化、公害防止などに取り組む。

高度成長への基盤整備
産業基盤の充実・強化
産業の基盤を支えるエネルギー・輸送力の充実・強化に加え、新たな経済発
展の原動力となる分野の育成と近代化、地域格差の是正を目指す地域開発な
どへの融資を実行。
昭和31年に北海道開発公庫設立（翌年、北海道東北開発公庫に改組）。北海
道・東北地方における産業振興を促進するための投融資を開始。

経済の再建と自立
産業基盤と重要産業の再建
昭和26年に日本開発銀行設立。
経済・産業の発展の基盤となる電源の開発、石炭、鉄鋼、海運など重要産業の
合理化・近代化・育成のための融資を開始。
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期

バ
ブ
ル
期

安
定
成
長
期

高
度
成
長
期

経
済
復
興
期

 

持
続
可
能
な
発
展
に

 

向
け
た
構
造
改
革
期

平成20年10月1日 民営化（特殊会社として株式会社化）
「株式会社日本政策投資銀行」設立

昭和26年～
昭和30年

昭和31年～
昭和40年

昭和41年～
昭和46年

昭和47年～
昭和59年

昭和60年～
平成7年

平成8年～
平成12年

平成13年～




